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令和４年度事業計画書  
（令和４年４月１日～令和５年３月３１日） 

 
 

Ⅰ 方針 

アジアの情勢が中国の軍備及び海洋権益の拡張並びに北朝鮮の核兵器装備化の動向

等により不安定化するなか、わが国の平和と独立の維持に寄与するために、公益目的

事業を積極的に推進し「自らの国は自ら守る」国防思想の普及啓発を図る。 

特に会員（法人・個人）の増勢を図り、財務基盤の改善に努力する。 

 

Ⅱ 推進要領 

１ 内外の国防に対する政治、経済、社会の情勢を明らかにし、わが国の防衛の在り方

を探求して、その成果を逐次ホームページ及び機関誌「日本の國防」に掲載する。 

２ 講演会の講師の選定に際しては、努めて国防問題に精通した講師を招聘する。  

３ 機関誌「日本の國防」の内容充実を図る。 

４ ホームページを活用し、国内外の国防に関する各種情報を提供する。 

５ 基地施設等を研修・見学し、国防に関する会員の資質を涵養するとともに会員の増

勢に資する。また、自衛隊の各種行事に積極的に参画するとともに見学・体験行事を

企画する。 

６ 財務基盤の改善のため、会員（法人・個人）の入会勧誘に努め、国防問題講演会の

聴講者の増勢を図るとともに企業及び会員・一般からの寄付行為を喚起する。 

 

Ⅲ 事業 

１ 国防思想の普及啓発事業 

国防思想の普及啓発を図るため、国防に関する調査研究、講演会の拡充、機関誌「日

本の國防」の内容充実と頒布先の精選及びホームページによる各種情報の提供事業を

積極的に推進する。 

 

（１）講演会等事業 

講演会の質的充実に努め、国防問題に関する認識・理解を深め、国防思想の普及

啓発に努める。 

ア 講演会に際しては適切な講師を計画的に招致し、年間６回を上限として開催する。

講師選定にあたっては副理事長が行う。 

  この際、オンライン（リモート）による配信を行い、参加者の増大を図る。 

イ 講演会開催の広報を機関誌「日本の國防」及びホームページを通じて積極的に実
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施して一般聴講者の増勢に努める。  

 

（２）機関誌「日本の國防」・紙の頒布事業 

機関誌「日本の國防」の発刊に際しては、内容の充実を図るとともに会員以外の

頒布先を精選して国防思想の普及啓発に努める。 

 ア 機関誌「日本の國防」を年１回（１２月又は１月）発刊する。 

イ 機関誌「日本の國防」には調査研究委員会の成果、講演会の要旨等を主体に掲載

し内容の充実に努める。その際、個人及び企業等からの広告獲得に努める。 

ウ 機関誌「日本の國防」は会員以外の一般企業等に継続的に頒布し国防思想の普及

啓発を図る。 

エ 紙は調査研究を纏め、駐屯地基地等の行事に参加して、広く研究成果を発表して

国防思想の普及啓発を図る。 

 

（３）基地施設等研修・見学事業 

基地施設等の研修・見学を通じて、極東情勢及びわが国の防衛のあり方について

考察する機会を提供して、会員の国防問題に関する資質を涵養し、国防思想の普及

啓発を図る。 

ア 基地施設等の研修・見学を実施する際には、会員及び一般に早期に広報し多くの

希望者の募集に努める。 

 

イ 基地施設等の研修・見学実施予定 

（ア）三浦半島旧軍施設等研修 （実施時期未定） 

 （イ）靖國神社及び遊就館等の研修・見学 令和４年８月 

 （ウ）防衛大学校研修 （実施時期未定） 

 （エ）自衛隊創立記念行事見学 （実施時期未定） 

 （オ）その他：随時、自衛隊及び米軍施設等の研修・見学を実施 

 

（４）相談窓口業務 

防衛省・自衛隊が実施する災害派遣等や国防問題に係る企業や自治体等からの要

望や意見等に対応するための相談窓口を開設して、直接個人・企業等からの相談も

受ける体制を整える。 

ア 地域の個人・企業・自治体等からの相談に地域相談受付人を設け、副理事長を相

談処理責任者として相談の解決を図る。 

イ 防衛省・自衛隊の活動に協力したい企業や地方自治体等の要望に応えるため、防

衛省自衛隊員倫理委審査担当事務局と連携して、隊員等の要望する飲料水や携行品
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等を提供できる体制を整える。 

 

（５）調査研究事業 

内外の国防に関する情勢を明らかにし、国防のあり方を探求するとともにその成

果を機関誌「日本の國防」及びホームページ等に発表して、国防思想の普及啓発に

努める。 

ア 調査研究に際しては、国際情勢及び安全保障政策等を幅広く研究し、特に憲法、

集団的自衛権、非核三原則、領土・領海、日米同盟、国際協力活動等を重視する。 

イ 調査研究委員会は、重視事項を踏まえて項目を選定・分担し、専門的に調査研究

を行う。そのため、調査研究委員会（二水会）を年２回開催し、所論を評価・審議

して内容の充実を図る。 

ウ 調査研究成果を機関誌「日本の國防」及びホームページに掲載して国防思想の普

及を図り、必要に応じて関係方面に提言する。 

エ 研究内容の充実・拡充を図るため、適任の調査研究委員の増員に努める。 

 

（６）関係団体等との交流 

   業務執行理事を中心に、防衛省関係団体や企業等へ我が国の在り方についての働

きかけを行い、ホームページやネットを通じて国防思想についての共有を図るよう

努める。また、防衛省・自衛隊とも連携し、隊員等の要望を聴取する機会を設け、

理解を深めるとともに、支援できる体制の構築に努める。 

 

（７）広報業務 

ホームページやSNSを通じて、動画発信などを行い国防に関する情報の発信に努め

る。また、安全保障に関する知識や情報の啓発ソフトの制作を行い、基地施設等研

修時や地域社会とのイベント等で使用して、国防問題等の各種情報を広く提供し国

防思想の普及啓発に努める。 

ア ホームページ上に国内外の国防に関する各種情報を広く掲載する。 

この際、ホームページを活用して、著名講師の講演録掲載、オピニオン欄に話題

テーマの議論特集掲載等を行う。 

イ ユーチューブを活用し自衛隊員の活動や日常業務等を公開して国防意識の高揚を

図る。 

ウ ホームページを活用して情報公開に関する資料を公開する。 

 

２ 斡旋品の販売事業 

機関誌「日本の國防」、カレンダー、バッジの販売を促進するため、ホームページ及
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び月刊誌「正論」等による広告を行う。この際、基地施設等の研修・見学時を有効に

活用するとともに、基地施設及び民間販売店等に積極的に働きかけ販売増を図る。 

 

Ⅳ その他 

１ 会員の増勢 

各種広報活動を通じて、全国的な規模で新会員（法人・個人）の勧誘運動を推進す

るとともに現会員の継続に努める。 

（１）自衛隊広報行事への参加或いは自衛隊施設等の研修・見学を利用した積極的な広

報活動等により幅広く各世代に呼びかけて若年会員の増勢に努め、組織の活性化を

図る。 

（２）機関誌「日本の國防」或いはパンフレットを活用し、各会員の関係者或いは企業

を勧誘し、新会員の増勢に努める。 

（３）ホームページの魅力化・充実を図り、インターネット世代にも入会を積極的に働

きかける。 

 

２ 財務基盤の改善 

講演会、基地施設等研修・見学事業の機会を有効に活用し、新会員の勧誘と併せて

各事業への参加者の増勢に努力して財務基盤の改善を図る。 

（１）魅力ある内容の事業を積極的に企画し、会員の増勢に努める。 

（２）永年会員の増勢に努力するとともに永年会員の名誉会員への移行を奨励する。 

（３）機関誌「日本の國防」の内容を一層充実し頒布先を精選して、経費の節減に努め

る。 

（４）基地施設等研修・見学を会員及び一般の方々を対象に幅広く広報し、参加者の増

加を図る。 

（５）会員及び一般からの寄付行為等を奨励するとともに企業訪問及びホームページを

通じて積極的に寄附の呼びかけを行う。 

 

３ 公益法人移行１３年目の対応 

公益財団法人として、誇りと自信を持って公益目的事業を積極的に推進し、国防思

想の普及啓発に努める。 

この際、会員の力を結集して会員の増勢及び寄附の獲得に努め、財務基盤の改善を

図る。 


